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○山井委員 四十五分間、質問の機会をいただきまして、ありがとうございます。 

 アベノミクスと言われておりますけれども、私は、アベノリスクというものも副作用として大きいのではない

かと心配をしております。 

 具体的に言いますと、きょう取り上げさせていただきます、一定のお金を払うことによって解雇をしやすくす

るという解雇の金銭解決制度、このようなものが今後導入されていくのではないか。これは、まさに終身雇用と

いう日本的経営の一つの根本を揺るがす重大な議論であるというふうに思っております。やはり雇用の安定なく

しては、景気回復も、もちろんその前提の賃上げもないわけですから、そのようなリスク。 

 それともう一つ、後半で取り上げさせていただきますのは、今回、三年間で六・五％という史上最大の生活保護

基準の引き下げ。これは、地方住民税非課税限度額の引き下げに連動をしてくるわけでございます。その意味で、

やはりこれは、片や生活必需品の物価はどんどん上がっていく、一方では、三千百万人の住民税非課税世帯の方々

の限度額が下がって住民税が課税になるとともに、さまざまな保険料や自己負担の減免、軽減が外れてしまう。

そういう意味では、アベノリスクとして今後格差がどんどん広がっていくのではないか、そういう心配をしてお

ります。 

 最初に、三月二十八日の安倍総理の私への答弁から振り返ってみたいと思います。 

 配付資料三ページに、当時の議事録が載っております。線を引いてございますが、私が、安倍政権においては、

解雇の金銭解決という規制緩和は行わないということでいいですねということに対して、安倍総理は明確に、中

段の線のところであります、金銭によって解決していく、解雇をしていく、解雇を自由化していくという考え方

はないということをはっきり申し上げておきたい、もう三回も言っているんですから、これは間違いがないとい

うことでございますということで、解雇の金銭解決の検討というのは行わないのかと思ったら、この答弁がひっ

くり返りまして、四月二日の長妻議員の議事録が下にございます。 

 安倍総理はどうおっしゃっているか。金銭を払えば解雇ができるという、いわば事前型の制度は一切考えてい

ないというふうに、急に事前型という言葉を持ち出されたわけですね。それに対して長妻議員が、そうすると、事

後の金銭解決は検討中ということですかと聞くと、安倍総理は、事後的に金銭の支払いにより労働契約の解消を

申し立てるという制度について今質問されているんだろうと思いますが、この前の審議においては、私は、その

ことは含めていないということをおっしゃったわけです。 

 しかし、一ページ目の配付資料を見てもらっても、これは厚生労働省の資料ですが、「金銭解決制度について」

というこの資料を見ていただくと、ここに書いてありますように、判決が出た後、金銭の支払いにより契約解消

するこの制度、いわゆる事後的な金銭解決のことを一般的には解雇の金銭解決というのは常識であるわけです。 

 例えば、きょう配付した資料の中の六ページには、労働法の教科書のコピーもしてまいりましたが、このよう

な労働法の大家が書いている教科書においても、解雇の金銭解決とは何かという定義で、解雇が裁判所で無効と

認められても、一定の金額を使用者が支払うことによって労働契約関係を解消する制度をいう、教科書にはこう

出ているわけですね。 

 こういうふうなことであるにもかかわらず、答弁を変えられたということは、私は非常におかしいと思ってお

ります。 

 それでは、甘利大臣にお聞きしますが、事後の金銭解決制度というのはどのような制度でありますか。 

○甘利国務大臣 この御質問は、産業競争力会議のテーマ別会議において民間有識者から出されたペーパー、あ

るいはそのときの発言がいろいろ誤解を生んだものだと思います。 

 私は、この間の質問でも御答弁をさせていただきましたとおり、ここでのそうした議論が、解雇を自由にさせ

るというようなメッセージになってしまっては困ると。そうではなくて、今議論をしているのは、成熟産業から

これからを担う産業に雇用が移動できる、その際に失業という形態をとらないで移動ができるようにするにはど

うしたらいいかという議論をすべきところだからということを、わざわざ私は最後に申し上げました。 

 金銭解決、一部誤解が出ましたのは、いろいろ雇用過剰を抱えている企業が、整理解雇という手だては企業が



立ち行かない場合にあります、四要件あります。それ以外に、恐らく金銭を払って物事を解決しようというよう

なメッセージで出るとしたならば、それは間違いであるから、金銭を使って解雇を容易にするようなことは考え

ていませんということで、それに沿った答弁を総理はされたものだと思います。 

 企業側の都合で、お金を払ってやめてくださいということは絶対にありませんし、日本はそんな方策をとるつ

もりはさらさらありませんと総理は答弁をされています。 

 一方で、事後型というのは、恐らく、私は総理のお考えを正確に伺ったわけではありませんけれども、一般的に

事後型と言われるのは、実際にいろいろ紛争が起きて、裁判所が、解雇は無効である、職場に戻しなさいと言われ

たときに、労働者の側から、そうは言われても、もうあんなところで働きたくないとか、あるいは、とてもじゃな

いけれども、こういう人間関係の中では真っ当な労働ができないという、労働者側からこんなところにはもうい

たくないと言ったときに、強引に何が何でもいなさいと言うのか、労働者側の要望に従っていろいろな対処がで

きる余地を残すのか、そこの部分を捉えて答弁されたのではないかというふうに推測しております。 

○山井委員 まさにこの配付資料の一ページにもありますが、米印がありますね、「金銭の支払いによる契約解消

の申立ができる当事者（労働者又は使用者）は国により異なる。」と。例えばドイツなんかでは、使用者側から申

し立てができるケースもございます。 

 ということは、甘利大臣、安倍総理は、まさにこの資料にあるような、解雇無効が出た後、金銭支払いにより契

約解消をする制度づくり、これについての検討ということは否定はされていないということでよろしいですか。 

○甘利国務大臣 それは、使用者側の都合によってそういう制度をつくるということは全く検討しておりません。 

 総理が恐らく言及をされたのは、働く側から、働く側の権利として、どうしてもその場にストレスが高い中で

いなきゃならない、その選択しかないのかというところに対して、労働者側の権利として、もう少し幅広く考え

てあげた方がいいというお考えだというふうに推測しております。 

○山井委員 ということは、改めて確認しますが、この配付資料の表紙ですね、ここにフリップもございますが、

ここにあるような、解雇が無効になったときに労働者側から申し立てて金銭の支払いにより契約解除をする制度

づくり、このような制度づくりについては検討中ということでよろしいですか。 

○甘利国務大臣 今、競争力会議においては、余剰雇用を解雇という形で処理する、対応するということは検討

しておりません。これは、労働移動をどうスムーズにさせるかということに焦点を当てて検討いたしております。 

 その上で、諸外国における金銭対応の仕方というのは、それぞれやり方があるのは承知をいたしております。

ただし、それも、こうしなさいという裁判所の指示に従って対応されているものと承知をいたしております。 

 我が国におきましては、使用者側の都合によって金銭処理をする、金銭解決をしていくということは考えてお

りません。 

○山井委員 私、少し疑念を持つんですが、例えば四ページに、産業競争力会議の雇用制度改革についてのテー

マ別会合主査の方のペーパーがあるんですが、下線を引いてありますが、「「人材の過剰在庫」が顕在化している。」

と。人材の過剰在庫という表現になっているんですね。私はやはり、働く方々に対して、在庫という言い方はない

んじゃないかというような気がいたします。甘利大臣もうなずいておられますが。 

 それは私、何がひっかかるのかというと、甘利大臣の答弁のキーワードは、労働者側の立場に立って、安倍総理

のおっしゃったことも、労働者側の立場に立ってだということを強調されているんですね。 

 それではお聞きしますが、この産業競争力会議で、解雇の金銭解決制度の問題が今意見が出ている、検討して

いるということだと思いますが、労働者側の代表というのは入っているんですか。 

○甘利国務大臣 労働者側の代表を入れてはおりません。これは、産業の競争力を強化するために何をすべきか、

そういう識者を選んでいるわけでありまして、雇用のための会議ではありません。雇用のための会議には、当然、

使用者側と労働者側が入って議論をすべきだと思いますが、これは、産業の競争力、日本の経済の競争力を高め

ていく、産業の競争力を強化するためにどうするかということを提案する、議論する会議でございますので。 

○山井委員 私は答弁が矛盾していると思いますよ。先ほどまであれだけ、労働者の立場に立って、労働者にと

ってとおっしゃいながら、産業競争力だから労働者側は入れていない、雇用は議論していないと。 

 でも、この四ページの配付資料にもありますように、明らかにこのテーマ別会合のテーマは雇用制度改革です。



雇用制度改革で、その中で一番重いテーマである解雇について議論をしているのに、切られる側の、甘利大臣や

安倍総理が非常に気を使っていられるとおっしゃっているところの切られる側、労働者側の代表がなぜ入ってい

ないんですか。 

 だから私は、おっしゃっていることが本当かなと思うんですよ。そこまで労働者側に立って立ってとおっしゃ

るんだったら、私だったら入れますよ、はっきり言って。それを入れていないのに、労働者側の立場に立ってとお

っしゃるから、おっしゃっている答弁とやっていられる内容が違うんじゃないかと思うんですが、そこはいかが

ですか。 

○甘利国務大臣 産業競争力会議で時間がそうたくさんとれなくて、テーマ別に十分時間をとるというテーマの

中に、委員御指摘のテーマ別会議があります。 

 その中では、雇用制度、つまり、雇用が固定化してしまって新しいニーズに応え切れない、あるいは、短時間で

も正社員に準ずるというような働き方を企業の側からしても必要とする場面は当然出てくると思います。そこで、

労働移動型の社会、労働を特定の、古い成熟した産業に縛りつけてしまわないで、移動しやすくするようにどう

したらいいか。その際に、労働者の不安を極力抑える、社会不安を抑えるということは当然であります。 

 そこで、テーマ別会議で議論されるときに必ず関係大臣を呼びます。そのときには田村厚労大臣を呼ぶわけで

あります。田村厚労大臣としては、雇用政策を担当する大臣でありますから、その際にいろいろと大臣としての

見解を、見識を述べられるわけであります。その中で、民間委員に対して、こういう制度については賛成しかねる

とか、我々はこういう制度であるべきだと思うという意見はしっかり述べられるわけであります。 

 なお、競争力会議で議論されたことをそのまま安倍政権として取り上げるということではありません。ですか

ら私は、解雇自由というようなニュアンスが出ることに対して警鐘を鳴らしているわけであります。 

○山井委員 全く納得できません。 

 今、厚労大臣を呼んでおけとおっしゃいますが、産業競争力会議でも規制改革会議でも、ずっと出席する大臣

として入れていないのはそちらだから問題なんじゃないですか。厚労大臣を呼んでおけと言いたいのはこっちで

すよ、厚生労働省も外して規制改革の議論をされているわけですから。ですから、今の、なぜ労働側を入れていな

いということがさっぱり議論できません。 

 六月に成長戦略の取りまとめをされると思いますが、この成長戦略の取りまとめの中に、解雇の金銭解決制度、

このようなことが入ってくる可能性はありますか。 

○甘利国務大臣 年央を目途にできるだけ成長戦略を、まあ全部とは言いませんけれども、取りまとめたいと思

います。 

 その中に、解雇を金銭によって行うというような手段は入れません。 

○山井委員 それではお聞きしますが、年央は入れないと。もう一回は年末に取りまとめがあるんだと思います。

こういう聞き方をしましょう。解雇の金銭解決制度というものの導入を提案するという可能性は、年央ではなく

て年末も含めて、安倍政権においては可能性はありますか。 

○甘利国務大臣 私が担当大臣である限り、金銭を通じて解雇を自由にするというような制度は入れません。 

○山井委員 それは事後型も含めてですか。 

○甘利国務大臣 逆に伺いたいんですけれども、労働者がどうしても……（山井委員「ちょっとまず答えてくだ

さい」と呼ぶ）いや、私の答えに必要ですからね。（発言する者あり）では、参考にしてください。（山井委員「事

後はどうなんですか」と呼ぶ）今お答えいたします。 

 労働者の立場として、どうしても、あつれきがあるのに戻るしかない、選択肢がないということでいいのかと

いう点は、議論の余地があるんだと思います。 

 ですから、それに対して、そんな議論はする必要はない、どんなに立場が悪くなろうと、ノイローゼになろう

と、そこに戻るだけなんだとおっしゃるならば、それはそちらの立場でありますけれども、我々は、そこのところ

については議論の余地はあるんだと思います。 

○山井委員 ということは、事後的な解雇の金銭解決制度の導入ということは、甘利大臣の在任中でもあり得る

ということですか。 



○甘利国務大臣 労働者側が、もうあそこには戻りたくない、戻りたくない、どうしてもそういう思いに至った

ときに、あなたがそこに戻るしか解決手段はありませんということでいいのかという議論は、ゼロではないんだ

と思っております。 

○山井委員 ということは、参議院選挙が終わってからは、そういう議論が本格化する可能性があるんだという

ふうに私は理解をいたしております。 

 でも、やはり実際のケースは、本当にこれは、裁判をして解雇無効になったとしても、なかなか戻れる居場所が

なかったり、そもそも、裁判をするぐらいですから労働者は働き続けたいんですよ、その会社で。 

 ところが、それを、今あたかも何か労働者が戻りたくないからそれを守ってあげるみたいな言い方をされるの

は、私はやはり現実と違うのではないかと思いますし、そこまで労働者、労働者とおっしゃるんでしたら、この雇

用改革の議論を産業競争力会議で今後されるときには、働く側の、甘利大臣が一番大切にされている労働者の代

表をぜひ次回は入れてほしいと思いますが、いかがでしょうか。 

○甘利国務大臣 私、かつて労働大臣をやっておりましたから、先生よりは組合のことをよく知っている場面が

あるかもしれません。 

 その私が申し上げますが、競争力会議は、競争力を強化するために何が必要かを議論する。そこで議論された

ことをそのまま安倍内閣が取り上げるわけではありません。安倍内閣として、この部分は取り上げる、この部分

は取り上げないということは精査をいたします。その際に、労働者の権利を侵害するような心配がある場合には、

あるいはそうでなくても、雇用の場面には必ず担当大臣を同席させて議論をいたします。 

○山井委員 なぜそこまで、解雇される側の、一番つらい立場に遭う可能性がある労働者を排除するのかという

ことが、私には理解できません。 

 それでは次に、稲田大臣にお伺いしますが、稲田大臣が担当されている規制改革会議の方でも、座長さんのペ

ーパーが配られまして、今、雇用改革の三本の矢、人が動くためにということを提案されておられます。八ペー

ジ、九ページがその資料でございます。 

 稲田大臣、ここで九ページに、左上に線が引いてありますが、解雇の補償金制度の創設というのが座長ペーパ

ーに入っておりますが、この雇用ワーキンググループでも、解雇の金銭解決、議論を今後されていかれるんです

か。 

○稲田国務大臣 規制改革会議の下の雇用ワーキンググループにおいて、今、山井委員が御指摘になった鶴座長

のペーパーが提示をされたことは事実でございます。 

 また、前回、今問題になっている総理の御答弁の予算委員会のちょうど同じ時間帯に、雇用ワーキンググルー

プの第一回目が開催をされました。しかし、その中で、解雇の金銭解決についての議論は行われておりませんで

した。 

 また、今後、その雇用の金銭解決について、ワーキンググループの優先課題にはなっておりません。 

○山井委員 この九ページに、雇用ワーキンググループの今後のスケジュールが書いてあるんですね。次が四月

十一日、そして第九回が五月三十一日。 

 今、稲田大臣、優先課題には入っておらないということは、恐らくこの五月三十一日までには入っていないと

いうことだと思いますが、それでは、これ以降、優先課題には入っていないんですが、このワーキンググループで

は、この解雇の金銭解決制度について今後議論する可能性はあるんですか。 

○稲田国務大臣 ワーキンググループでは、職種等が限定されている労働者について、雇用ルールの整備等につ

いて優先的に検討を行って、五月中に取りまとめを行う予定とされております。 

 その後の個別具体のスケジュールにつきましては、委員の御議論によって決められることになっておりますが、

現在、解雇補償金制度の創設、いわゆる解雇の金銭解決ですけれども、検討事項とはなっておりません。 

○山井委員 続けてお聞きしますが、今は入っておりませんと言いますが、座長ペーパーに入っているんですね。

そうしたら、今後、このワーキンググループで解雇補償金制度を議論する可能性はあるんですか、ないんですか。

お答えください。 

○稲田国務大臣 今委員が御指摘になった事柄も含めまして、優先的検討事項の検討が終わった後に、他の残さ



れた検討課題とあわせまして、何が議論になり、どのように審議を進めていくかは、委員相互の間で議論がなさ

れるものと承知をいたしております。 

○山井委員 今後議論される可能性があるということですね。実際、この座長さんの書かれた記事、十一ページ

にございますが、十一ページの記事にありますように、この座長さんの持論は「解雇に金銭解決の導入を」という

ことでございます。これもまた、参議院選挙が終わってから、こういう議論をされていくんじゃないかと私は思

っております。 

 それでは、今おっしゃった件なんですが、稲田大臣、この解雇補償金制度、つまり解雇の金銭解決制度ですが、

これについてのメリット、デメリットというのはどういうものがあると思われますか。これは通告しております

が、よろしくお願いします。 

○稲田国務大臣 先ほどから申し上げておりますとおり、この鶴座長の中に書かれている補償金制度、これにつ

いて、具体的な説明もまだなされておりませんし、議論もなされておりませんので、メリット、デメリットを申し

上げる立場にはないと思います。 

○山井委員 何か担当大臣として私は非常に不安な気がいたします。メリット、デメリットぐらい、質問通告を

しているわけですから、お答えをいただきたかったわけであります。 

 それでは、これも通告をしておりますが、今後三回は、ワーキンググループは限定正社員というものを議論し

ていくんですね。 

 限定正社員とは何なのかということですが、八ページの座長ペーパーを見ていただきますと、雇用改革の三本

の矢というのがあるんです。その一つ目が正社員改革で、「正社員の次の三要素（「鉄の三角形」のように相互の補

完性が強い）のどれから改革の「突破口」を切り開くのか」、無限定正社員から限定型正社員の雇用ルールの整備。

今後、三回連続議論するという限定正社員というのは何ですか、大臣。 

○稲田国務大臣 鶴座長の提出の資料によりますと、日本においては、正社員は将来の職務や勤務地の限定のな

い無限定社員という性格が強く、それをいかに限定化し、多様な雇用形態をつくることが、正社員改革の第一歩

とされているところでございます。 

 また、御指摘の限定正社員については、雇用ワーキンググループにおいて詳細な内容が今後議論をされること

になろうかと思いますけれども、同資料によれば、地域ですとか職務を限定する正社員が議論のポイントになろ

うかと思います。 

○山井委員 では、これは解雇されやすくなるんですか、限定正社員は。いかがですか。 

○稲田国務大臣 解雇がしやすくなるかどうか、そういう切り口ではなくて、今申し上げました地域や職務が限

定された正社員というものがこれからの議論のポイントになるかと思っております。 

○山井委員 でも、十二ページにありますように、この図によると、雇用保障が弱くなると載っているんですか

ら、雇用保障が弱くなるということは解雇しやすくなるということではないんですか。 

○稲田国務大臣 むしろ、私は、限定正社員を認めることのメリットというのは、社員自身のスキルを上げる、そ

して無限定で、地域も限定せず、転勤もよほどのことがなければ断れず、いろいろなことを何でも屋のようにや

らされるというのではなくて、職種それから地域を限定した正社員のあり方もあるのではないかという観点から

議論がされるものと承知をいたしております。 

○山井委員 そうしたら、今の正社員が今後、同じ正社員がですよ、あなたは来年からは限定正社員だから雇用

保障は薄くなるとか言われる可能性はあるんですか。 

 何を聞いているかというと、これからの新入社員を対象に、あなたは限定正社員ですよ、あなたは無限定正社

員ですよとなるのか。それとも、今いる正社員の人が、ある日、あなたはもう転勤しなくていいから限定正社員で

すよとなる可能性もあるんですか。 

○稲田国務大臣 今、雇用ワーキンググループにおいては、そういう社員の、労働者のスキルを上げるとか、また

無限定に、何でも屋であったり、いろいろなところに使用者側の都合で行かされるということではなくて、自分

自身の希望で、例えばこの職種とかこの地域とかいうことが選べる正社員を検討するということでございます。 

 また、その制度の詳細については今後の議論によるところになるのではないかと思います。 



○山井委員 何か答弁を聞いているとまた労働者の立場に立ってというようですが、それではお聞きしますが、

この雇用ワーキングチームに労働者の方々の代表は入っているんですか。 

 あるいは、もう一つお聞きしますと、十ページの資料の下にありますように、この規制改革会議の事務局の担

当職員の出身は、内閣府、経済産業省、総務省、公正取引委員会及び三井住友海上火災保険株式会社で、厚生労働

省は入っていないんですね。だから、なぜこの事務局に、それほど労働者にとって働きやすいとかいうことをお

っしゃるんだったら、厚生労働省の職員も入らず、働く側の代表も入れていないのか。その理由をお聞かせくだ

さい。 

○稲田国務大臣 雇用ワーキンググループは、鶴座長を座長として五名の委員がございます。そして、そのほか

に島田陽一教授そして水町教授という、労働法の、まさしく労働者側の立場も考えて見解を述べていただける有

識者がいらっしゃいます。 

 今、厚労省の立場とおっしゃいましたが、必要があれば、厚労省の担当部局を呼んで、その見解を聞くというこ

ともあり得るのではないかと思っております。 

○山井委員 私、きょうの質疑を通じて、本当に納得できないんですね。 

 びっくりしたのは、労働者の立場に立って、労働者の立場に立ってと答弁でおっしゃる割には、実際にそれを

議論する会議には労働者の代表は入れない、排除する。これは私は考えられません。そこまでおっしゃるんだっ

たら、働く側の代表を一人入れるのは当たり前だというふうに私は思っておりますし、今の稲田大臣の答弁を聞

いておりますと、限定正社員というのは、下手をすると、今いる正社員の方がある日突然降格されてしまうとい

う可能性もゼロではないんだと思っております。 

 つまり、甘利大臣の答弁、稲田大臣の答弁に共通するのは、規制改革とか産業競争力といいながら、何か解雇し

やすいように、解雇しやすいようにということをおっしゃっていて、またそれが労働者にとっていいことだから

みたいな、私は、そういうことになっているような気が非常にしてなりません。もしそうでないのであれば、労働

者の代表の方々を委員に入れたり、しっかりとすべきだと私は思っております。この問題はこれからも議論をさ

せていただきたいと思います。 

 それでは、後半に移りたいと思いますが、下村大臣、お待たせをいたしました。子供の貧困についてでございま

す。 

 今回、生活保護が、史上最大、最大一〇％カットされますが、特に子育て世代がたくさんカットをされるわけで

す。 

 十三ページの資料をごらんいただきたいんですが、これは、民主党政権で生活保護の母子加算が復活したんで

すが、復活した後に厚生労働省が調べたことで、母子加算が復活したことによってどんな費用がふえましたかと

いうことなんですね。ふえたのは、子供の教育費、子供の学校行事に関する費用。また、そのことによって、子供

の進学や学校行事の参加に対する意識は、積極的に考えるようになった、または、やや積極的に考えるようにな

ったという方々が六二％なんですね。 

 私、今回非常に心配しておりますのは、最大一〇％カットするわけですから、この逆のことが起こり得るわけ

です。子供の教育費がカットされ、子供の学校行事への参加の費用がカットされ、そして子供の進学というもの

が難しくなってきてしまう。私は、やはり貧困は子供に責任はないと思っておりますし、あしなが育英会出身の

下村大臣はまさにそのような問題をライフワークとして取り組んでこられたんだと思っております。 

 それに加えて、もう一つセットで質問をさせていただきますと、次の十四ページにもありますように、一般の

世帯、右側の文部科学省の資料、そして生活保護世帯ということを比べてみると、明らかに違いがございまして、

例えば、高校中退率は生活保護家庭は一般家庭の二倍、小学生の不登校率は五倍、中学生の不登校率は四倍、高校

生の不登校率は二倍と、やはり経済的な苦しさというものが中退や不登校というものにも影響を与えてしまって

いると思います。このようなことで、今回の生活保護基準の切り下げで直撃を受けるのは子供だというふうに私

は心配をしております。 

 それで、十五ページ。さらにもう一つ、これは生活保護だけの問題ではなくて、就学援助。就学援助の基準も、

生活保護基準の一・一倍とか一・三倍とか、大阪市のように一・〇倍というふうに連動しているんですね。生活保



護がカットされるだけではなく、就学援助も、基準が下がると、今まで受けられていたのに受けられなくなる世

帯が出てくるのではないか。 

 おまけに、さらに十八ページを見ていただきますと、非課税限度額がまたこの生活保護基準と連動しておりま

すから、非課税限度額が下がると、幼稚園就園奨励費補助や高等学校等就学支援金も切られる危険性があるわけ

です。 

 そこで、下村大臣にお聞きしたいのは、この就学援助、今年度は変わらないと思いますが、来年四月から、この

生活保護の引き下げに連動して就学援助を受けられなくなる世帯というのは出る可能性はあるんですか、ないん

ですか。ないんだったら明確にノーと言っていただきたいんですが。 

 なぜならば、文部科学省からいただいたこの十五ページの資料の中では、十五ページに星印を書いております

が、何と書いてあるかというと、各市町村において判断していただくと言っているわけですから、市町村の判断

で就学援助も切られる世帯が出てくるのではないかと思いますが、文科大臣、いかがでしょうか。 

○下村国務大臣 山井委員が御指摘をされておられますように、また、子供の貧困法を今民主党の方で法案化に

向けて努力もされているということをお聞きしておりますし、これは自民党の方でも今していただいている最中

でございます。 

 御指摘のように、教育というのは貧困の連鎖を断ち切る上で極めて有効な政策でありますし、子供が経済的な

面で心配することなく安心して学ぶことができるようにすることは、大変重要なことであるというふうに思いま

す。ですから、生活保護基準の切り下げだけでなく、そもそも貧困家庭において子供の就学支援チャンスがこれ

からさらに厳しくなることがないような手だてをするということは当然必要なことであるというふうに思います。 

 今まで委員会で何度も御質問があって、また答弁をしている中で、二十五年度については、御承知のように、教

育関係、特に文部科学省の予算関係についてはこれは下げないということの中で、生活保護基準切り下げによっ

ても子供における教育環境が悪化しないような手だてをするように予算措置をしているところでございます。 

 市町村において判断していただくというのは、国は予算をきちっと計上しておりますが、これは最終的には、

御指摘のように、地方自治体が独自にかさ上げしている部分もございます。交付金等で手当てはしているにして

も、最終的には地方自治体の判断ですから。しかし、総額的な教育における予算が軽減されていない中で、これは

ぜひ地方自治体もそのように対応していただきたいということでございます。 

 それで、二十六年度以降についても、文部科学省として、子供の教育環境が悪化しないように努力をしていき

たいと思いますし、関係省庁等へ働きかけて、そのような子供の学びの機会が断念することがないようにこれか

らも努力してまいります。 

○山井委員 御答弁いただきましたが、就学援助は、最終的には市町村の判断だから切られる可能性は否定でき

ないということだというふうに思います。 

 そうすると、今後、生活保護がふえてしまう心配も逆にあるわけで、新藤総務大臣にお伺いしたいと思います

が、住民税非課税限度額ですね。最後のページにありますが、住民税非課税の方というのは三千百万人おられる

んですね。前回〇・九％生活保護基準が下がったときには、大体一％ぐらい限度額は下がっています。連動してい

るわけです。 

 だから、今回六・五％も下がるわけですから、この住民税非課税の方、低所得の単身非正規雇用の方、低所得の

子育て世帯、低所得の高齢者、この方々に連動していったら、何十万人、何百万人の方々が課税になって、保険

料、介護保険料、保育料、障害者福祉の自己負担等が上がる可能性があるんですが、これは、六・五％生活扶助基

準を下げても限度額に響かない可能性というのはあるんですか。下げ幅は多少議論はあると思いますが、下がら

ない可能性というのはあるんですか。その一点、お答えください。 

○新藤国務大臣 個人住民税の非課税限度額がどのように設定されるかは、もう重ねません、委員も御承知のこ

とでありますので。 

 今のお話、可能性でありますから、これは、私どもとしては、これから厚労省のお考えも聞きながら、二六の党

の税調において議論されるということであります。 

 それを前提にして、仮定でありますが、例えば今委員がおっしゃった三千百万人というのは、住民税の世帯主



の数のことでございますね。ですから、実際はもっとたくさんいらっしゃいます。 

 それから、委員が今お示しされた、もう一つ前の資料にもありましたけれども、これは、例えば平成十五年度の

生活扶助基準が〇・七％下がったとき、そのときは、平成十六年には住民税の均等割の非課税限度額は一・一％下

がっているんです。ところが、平成十六年にマイナス〇・四％、扶助額は下がりましたが、十七年度は変動いたし

ませんでした。ですから、いろいろな設定があるんです。 

 したがって、仮定の質問には答えようがないんですが、我々とすれば、きちんと税調から御議論をいただいた

中で、また、内閣として、こういった厚労省のお考えもよく聞いた上でこれは対応していくしかない、こういうこ

とでございます。 

○山井委員 やはり下がらないということはないというふうに理解をいたしました。 

 それでは最後に、麻生副総理・財務大臣にお伺いしたいんですが、今回、生活保護が引き下げられるということ

で、デフレを理由に、このインフレになろうとしている中で引き下げるというのは私はとんでもないことだと思

っております。 

 そんな中で、生活困窮者支援法を厚生労働省は法案提出する予定でありますが、その際、住宅手当の支援、無料

学習支援教室の支援、また相談利用の支援ということで、ぜひともこの予算措置というものをしっかりお願いし

たいと思います。 

○麻生国務大臣 今お話がありましたように、生活困窮者対策への取り組みというのは、これは何も厚生労働省

だけに限った話ではないのであって、政府全体の課題だとは思っておりますが、この新制度の法案化を今厚生労

働省は検討中だと聞いております。 

 したがいまして、この新制度に向けた課題というのを検証を行わないといかがなものかということになります

ので、今、幾つかの自治体において先行的なモデル事業というのをやっておられるはずなので、それにつきまし

て、平成二十五年度の予算で三十億計上しているところだと思いますので、この実績というものを見た上で、実

際どういうことになるんだか、事業規模それからまた財源のあり方などにつきましては、今後、厚生労働省、また

総務省も一部かんでくると思いますが、そういったところについてきちっと相談をしてまいった上で判断をさせ

ていただきたい、さように思っております。 

○山井委員 以上で質問を終わります。 


